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一般会計の歳入（前年度比）
歳入　500億3,300万円（▲11.1％）

歳入内訳

一般会計の歳出（前年度比）
歳出　488億3,800万円（▲11.9％）

歳出内訳（目的別）

市税市税
118億1,800万円118億1,800万円

24％24％

地方譲与税等地方譲与税等
34億5,900万円34億5,900万円

7％7％

地方交付税地方交付税
126億2,500万円126億2,500万円

25％25％

分担金および負担金分担金および負担金
2億8,600万円2億8,600万円

0.6％0.6％

使用料および手数料使用料および手数料
2億8,300万円2億8,300万円

0.6％0.6％

繰越金繰越金
8億8,200万円8億8,200万円

2％2％

その他その他
38億5,300万円38億5,300万円

8％8％

総務費総務費
84億3,400万円84億3,400万円

17％17％

民生費民生費
156億2,700万円156億2,700万円

32％32％
衛生費衛生費

28億3,600万円28億3,600万円
6％6％

農林水産業費農林水産業費
14億800万円14億800万円

3％3％

商工費商工費
38億200万円38億200万円

8％8％

土木費土木費
67億100万円67億100万円

14％14％

消防費消防費
14億4,500万円14億4,500万円

3％3％

教育費教育費
30億7,400万円30億7,400万円

6％6％

災害復旧費災害復旧費
6,900万円6,900万円

0.1％0.1％

公債費公債費
51億6,000万円51億6,000万円

11％11％

議会費　2億2,400万円議会費　2億2,400万円
0.5％0.5％

労働費労働費
5,900万円5,900万円

0.1％0.1％

国県支出金国県支出金
109億6,600万円　109億6,600万円　

22％22％

繰入金繰入金
18億6,400万円18億6,400万円

4％4％

市債市債
39億9,700万円39億9,700万円

8％8％

歳入決算額

歳出決算額

令
和
３
年
度　
　

決
算
公
表

（単位：万円）

（単位：万円）

（単位：千円）

会計名 歳入 歳出 差引額

国民健康保険特別会計 970,790 965,923 4,866

後期高齢者医療特別会計 131,395 128,535 2,859

介護保険特別会計 983,885 960,223 23,662

上川手山林財産区特別会計 257 108 149

北の沢山林財産区特別会計 91 26 66

有明山林財産区特別会計 91 20 71

富士尾沢山林財産区特別会計 93 23 70

穂高山林財産区特別会計 77 30 47

産業団地造成事業特別会計 144,028 144,015 13

有明荘特別会計 1,515 1,514 1

特定の事業を行う場合、一般会計から分離して別に
収支経理を行う会計です。

料金や使用料など事業収益で運営される会計です。

会計名 収入 費用 差引額

水道事業 
収益的収支 213,716 175,191 38,525

資本的収支 13,361 131,025 △ 117,664

下水道事業
収益的収支 410,695 347,542 63,153

資本的収支 83,389 260,258 △ 176,869

資本的収支の不足額は、補てん財源（損益勘定留保資金など）により
補てんしました。

令
和
４
年
９
月
定
例
市
議
会
に
令
和
３
年
度

安
曇
野
市
の
各
会
計
の
決
算
が
上
程
さ

れ
、
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
概
要
と
市
の
財

政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

9 月定例会最終日（9/28）

※構成比については、単
位未満四捨五入により
100％になりません。

※ 100 万円未満四捨五入
により、合計額は一致
しません。

特集 ● 平成３年度 決算

令
和
３
年
度
一
般
会
計
の
決
算
規

模
は
、
コ
ロ
ナ
対
策
費
用
に

よ
っ
て
著
し
く
膨
ら
ん
だ
令
和
２
年
度

決
算
と
比
べ
大
き
く
減
少
。
歳
入
決
算

額
は
、
５
０
０
億
３
３
０
０
万
円
（
前

年
度
比
▲
11・1
％
）、歳
出
決
算
額
は
、

４
８
８
億
３
８
０
０
万
円
（
前
年
度
比

▲
11
・
９
％
）
と
な
り
ま
し
た
。
収
支

は
11
億
９
４
０
０
万
円
、
翌
年
度
繰
越

財
源
を
除
い
た
黒
字
額（
実
質
収
支
額
）

は
、９
億
５
８
０
０
万
円
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険

な
ど
の
特
別
会
計
、
水
道
な
ど
公
営
事

業
会
計
の
決
算
は
、
左
表
の
と
お
り
で

す
。

歳
入

～
部
分
的
に
持
ち
直
し
の
傾
向
～

市
税
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
伴
う
固

定
資
産
税
の
軽
減
措
置
等
に
よ
り

２
億
２
４
０
０
万
円
の
減
額
。
そ
の
一

方
、
法
人
市
民
税
は
１
億
１
０
０
０
万

円
の
増
額
に
な
る
な
ど
、
新
型
コ
ロ
ナ

の
影
響
に
左
右
さ
れ
な
が
ら
も
部
分
的

に
は
持
ち
直
し
の
傾
向
が
見
ら
れ
ま
し

た
。ま

た
、
国
庫
支
出
金
で
は
令
和
２
年

度
に
引
き
続
き
、
新
型
コ
ロ
ナ
関
連
の

補
助
金
が
主
で
し
た
が
、
そ
の
比
率
が

下
が
り
、
72
億
１
０
０
０
万
円
の
減
額

と
な
り
ま
し
た
。

地
方
交
付
税
は
、
普
通
交
付
税
が
令

和
２
年
度
よ
り
16
億
４
６
０
０
万
円
増

加
し
ま
し
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る

税
等
の
突
発
的
減
収
を
見
込
ん
で
い
た

た
め
、
そ
れ
を
除
く
と
例
年
並
み
の
金

額
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
債
は
、
起
債
事
業
の
減
少
に
伴

い
９
億
４
８
０
０
万
円
の
減
額
と
な
り

ま
し
た
。

歳
出

～
前
年
度
を
下
回
る
～

増
加
し
た
主
な
事
業
は
、ま
ず
、新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

策
事
業
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
具
体
的
に

は
、
子
育
て
世
帯
等
臨
時
特
別
支
援
事

業
11
億
５
２
０
０
万
円
、
住
民
税
非
課

税
世
帯
等
に
対
す
る
臨
時
特
別
給
付
金

給
付
事
業
７
億
３
４
０
０
万
円
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
対
策

事
業
４
億
９
１
０
０
万
円
、
飲
食
店
等

応
援
給
付
金
等
事
業
１
億
４
９
０
０
万

円
の
増
額
な
ど
と
な
り
ま
す
。
次
に
、

土
木
費
で
は
17
億
６
７
０
０
万
円
の
増

額
と
な
り
、
新
総
合
体
育
館
建
設
事
業

や
都
市
再
生
整
備
計
画（
明
科
駅
周
辺
）

な
ど
で
す
。

一
方
、
大
き
く
減
少
し
た
事
業
は
、

特
別
定
額
給
付
金
給
付
事
業
97
億

６
２
０
０
万
円
、
穂
高
広
域
施
設
組

合
新
ご
み
処
理
施
設
建
設
事
業
28
億

１
６
０
０
万
円
の
減
額
が
挙
げ
ら
れ
、

こ
れ
ら
の
影
響
か
ら
歳
出
総
額
で
は
令

和
２
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

特別会計

公営企業会計

※万円未満四捨五入により、差引額は一致しません。


